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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

基本料金 従量料金

メータ口径 備考

13mm

20mm

25mm

30mm

40mm 〇各料金には消費税及び地方消費税が加算されます。

50mm

75mm

100mm

臨時用 324円

計 画 期 間 ：

2

～

管 路 延 長

170

供 用 開 始 年 月 日

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

〇料金体系：基本水量に係る基本料金と使用水量に応じて課金される二部料金制による。

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

種別及び用途 1立方メートルにつき

プール用 152円

基本料金
１か月につき

600円

メーター使
用料金を

含む

1,000円

1,305円

2,105円

3,505円

9,705円

18,800円

29,705円

一般用 124円

別添１－1

七ヶ宿町　　　　　　　　　　事業経営戦略

59.83

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

6

施 設 能 力 1,369.90

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

七ヶ宿町

七ヶ宿町簡易水道事業

事業の現況

施 設 利 用 率

計 画 給 水 人 口 1500

現 在 給 水 人 口 1291
法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

非適用

㎥／日

平 成 12 年 4 月 1 日

65.92

千ｍ

昭 和 50 年 4 月 1 日

水 源 表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

水 道

簡易水道



④ 組　織

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

職員数　４名（うち主事２名）
年齢構成・・・２０代１名、３０代1名、４０代1名、５０代２名

これまでの主な経営健全化の取組

〇平成２９年４月１日より７つの簡易水道事業及び１つの飲料水供給施設を統合し、経営の合理化に取り組んでいる。
〇平成２８年度より「水道事業基本計画」を策定し、計画的に改善事業を行っている。

○全体総括
　滞納料金の徴収、水道未加入者に対し加入を促し利益向上に努める。またコスト削減や企業債の借入を抑制し将来的な負担の軽減を図り、
健全な事業運営を目指していく。

○経営の健全性・効率性について
　水道加入率の向上、コスト削減に努め経常収支率の向上を図る。
　債務残高については、平成２８年度に「水道事業計画」を策定し、老朽化対策として改良事業を開始したため、事業が完了するまでは類似団
体より高い値が続く事が予想される。
　コスト削減により給水原価が低下するように努めていく。
　今後実施していく改良事業の中に管路更新業務も含まれているため、管路更新により有収率の上昇が見込まれる。

○.老朽化の状況について
　平成２８年度より「水道事業基本計画」に基づく施設・管路改良事業を行っているため、監視体制強化や施設の延命化を図っている。

※詳細は別紙経営比較分析表のとおり

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その具体的な方策として
は、経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。

農林建設課長

（１名）

参事

（１名）

係長

（１名）

主事

（２名）



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

平成29年頃からレストランや入浴施設等を建設したことにより、一時的に水需要が増加している。
しかし、それ以降は給水人口の減少に伴い、水需要の減少が見込まれる。（3.5%）
有収水量は、平成29年で171.2千㎥であるが、令和12年度には114.8千㎥に減少すると予想される。

水需要の予測と同じように、一時的に料金収入は増加しているが、それ以降は給水人口の減少に伴い、料金収入も減少すると予想される。

平成29年～令和2年までの減少率の平均値もとに算定（3.5%）
全国的に行政区人口は減少傾向にあり、七ヶ宿町においても同様である。
給水人口は平成29年度で1,436人であるが、令和12年度には904人と減少していくことが予想される。

料金収入の見通し

水需要の予測

給水人口の予測

1,436
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料金収入の見通し
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（４）

（５） 組織の見通し

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

目 標
水道施設の統廃合と老朽化施設の更新を行い、有収率の向上及び修繕費の抑制を図る。

〇「七ヶ宿町水道事業基本計画」に基づき、施設の統廃合を行うとともに老朽化施設等の更新を進める。

〇施設・設備の廃止・統合（ダウンサイジング）及び合理化に関する事項
　 平成28年度に策定した「七ヶ宿町水道事業基本計画」に基づき、効率的に更新を進めることで、維持管理費用の削減を図る。
　
〇老朽化施設更新事業について
　 以前から先延ばしをしてきた水道管の更新については、地域防災計画に定められている避難所のある幹線、漏水事故が多い路線等を優先的に掲げ必要最低限の投
資で計画的に更新事業を行っていく。

施設の見通し

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

現状、施設能力には問題がないことから、現有施設を使用することとしている。平成28年度には「水道事業基本計画」を策定し、地域防災計画に定められている避難所
のある幹線、漏水事故が多い路線を優先路線に掲げ、必要最低限の投資で計画的に改善事業を行っている状況である。
また、流量計や水位計等の計装設備の更新も計画的に行い、監視体制の強化や、施設の延命化を図っていく。

〇職員数はこのまま横ばい、もしくは減少することが予想される。

　給水人口の減少に伴い、給水収益の減少が見込まれているが、計画的かつ効率的な老朽管更新等を行う事で、将来的に修繕費用等の支出を抑制し、収支均衡を
図っていきながら、安心で安全な水道を安定的に供給していく。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

―

―

目 標
料金収入を主体とするが、健全な運営を行うため、一般会計繰入、国庫補助金及び企業債収入を利用する。

②　収支計画のうち財源についての説明

〇料金収入の見通し、料金の見直しに関する事項
　 給水人口減少や節水器具の普及に伴う使用水量の減少から、水道料金の収入増は見込みにくい状態である。料金改定については、令和元年度に消費税の増税に
伴い、料金改定を行ったが、今後は有収率及び収納率の向上と併せて、料金改定を適切に行う。

〇企業債に関する事項
 　借入比率を建設改良費の50～60％程度とし、国庫補助金などの特定財源以外は、企業債を充てる。

〇繰入金に関する事項
　 料金収入を原則とするが、高料金対策については、基準内繰入により経営の安定を図る。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

平成28年度に漏水事故が多い水道管を廃止し、他の地区から給水を行う水道管を整備を行うことで管路延長の短縮を行い、ダウ
ンサイジングを実施した。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

―

そ の 他 の 取 組 ―

―広 域 化

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

〇維持管理費・・・平成29年度実績、平成30年度実績、令和元年度実績の平均値をもとに計上した。（営業費用内）
　 人件費：職員数は維持
　 修繕費
 　光熱水費
 　その他の費用

〇企業債償還金・支払利息・・・企業債償還金・企業債利息について、既往債及び新たに発行を見込む企業債の元金償還額・利息額を計上した。



②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

繰 入 金

　投資・財政計画を中心に、毎年度進捗管理を行う。
　また策定5年後には中間検証を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを行う。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

企業債末償還残高を増やさないよう借入額を抑制する

―

給水人口の減少に伴い、給水収益の減少が見込まれる。
今後も健全な水道事業運営を続けるため、水道料金の見直しを検討する必要がある。

―

そ の 他 の 取 組 ―

企 業 債



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度

区 分

1 (A) 38,267 43,491 39,350 37,973 36,644 35,361 34,123 32,929 31,777 30,664 29,591 28,555

（１） (B) 30,688 32,315 28,565 27,565 26,600 25,669 24,771 23,904 23,067 22,260 21,481 20,729

ア 30,459 22,230 27,974 26,995 26,050 25,138 24,258 23,409 22,590 21,799 21,036 20,300

イ (C)

ウ 229 10,085 591 570 550 531 513 495 477 461 444 429

（２） 7,579 11,176 10,785 10,407 10,043 9,692 9,352 9,025 8,709 8,404 8,110 7,826

ア 2,529 2,776 2,679 2,585 2,495 2,407 2,323 2,242 2,163 2,088 2,014 1,944

イ 5,050 8,400 8,106 7,822 7,549 7,284 7,029 6,783 6,546 6,317 6,096 5,882

２ (D) 33,028 33,763 32,752 31,776 30,834 29,925 29,048 28,201 27,384 26,596 25,835 25,101

（１） 30,499 31,323 30,397 29,503 28,641 27,808 27,005 26,230 25,482 24,761 24,064 23,392

ア 4,863 4,862 4,862 4,862 4,862 4,862 4,862 4,862 4,862 4,862 4,862 4,862

イ 25,636 26,461 25,535 24,641 23,779 22,946 22,143 21,368 20,620 19,899 19,202 18,530

（２） 2,529 2,440 2,355 2,273 2,193 2,116 2,042 1,971 1,902 1,835 1,771 1,709

ア 2,529 2,440 2,355 2,273 2,193 2,116 2,042 1,971 1,902 1,835 1,771 1,709

イ

３ (E) 5,239 9,728 6,598 6,197 5,810 5,436 5,076 4,728 4,392 4,068 3,756 3,454

1 (F) 199,487 35,056 49,184 127,153 131,390 11,162 10,941 10,728 10,523 10,325 10,134 9,949

（１） 113,600 8,400 24,600 72,300 73,700

（２） 14,471 21,024 16,334 14,853 11,890 11,162 10,941 10,728 10,523 10,325 10,134 9,949

（３）

（４）

（５） 71,416 5,632 8,250 40,000 45,800

（６）

（７）

２ (G) 203,548 36,430 55,782 133,350 137,200 16,598 16,017 15,456 14,915 14,393 13,890 13,404

（１） 186,943 14,080 32,932 110,000 120,000

（２） (H) 15,469 22,350 22,850 23,350 17,200 16,598 16,017 15,456 14,915 14,393 13,890 13,404

（３）

（４）

（５） 1,136

３ (I) △ 4,061 △ 1,374 △ 6,598 △ 6,197 △ 5,810 △ 5,436 △ 5,076 △ 4,728 △ 4,392 △ 4,068 △ 3,756 △ 3,455

前年度前々年度 R12

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 R4 R5 R6 R7 R8

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

R9 R10 R11

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度

区 分
前年度前々年度 R12本年度 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

(J) 1,178 8,354

(K)

(L) 84

(M) 314

(N) 948 8,354

(O)

(P) 948 8,354

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 30,688 32,315 28,565 27,565 26,600 25,669 24,771 23,904 23,067 22,260 21,481 20,729

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度

区 分

2,529 2,440 2,355 2,273 2,193 2,116 2,042 1,971 1,902 1,835 1,771 1,709

1,261 1,217 1,174 1,133 1,094 1,055 1,018 983 948 915 883 852

1,268 1,224 1,181 1,139 1,100 1,061 1,024 988 954 920 888 857

14,471 13,965 13,476 13,004 12,549 12,110 11,686 11,277 10,882 10,501 10,134 9,779

7,916 7,639 7,372 7,114 6,865 6,624 6,392 6,169 5,953 5,744 5,543 5,349

6,555 6,326 6,104 5,891 5,684 5,485 5,293 5,108 4,929 4,757 4,590 4,430
17,000 16,405 15,831 15,277 14,742 14,226 13,728 13,248 12,784 12,337 11,905 11,488

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

R11 R12

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 R4 R5 R6 R7

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

R8 R9 R10前々年度 前年度


